
教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

1 社会教育課
令和６年度「おおいたユニバーサル
カレッジ」運営委託業務

令和6年5月22日 大分県大分市国分1178番地 ヨカたの 1,815,000 円

①本事業は、県の障がい者の生涯学習推進の拠点施設として様々な学びを提供し、
障がい者の心身の健康保持や豊かに生きる力の育成、社会参加の促進を図るた
め、主に特別支援学校卒業後の障がい者支援の一環として実施するものである。

②実施場所が県立さくらの杜高等支援学校であること、当課の他の障がい者の生涯
学習支援事業との連携が必要であることから、大分県内の団体であり、特別支援学
校の普通免許状を有しかつ特別支援学校での勤務経験のある者が管理・監督する
団体のうち、多分野にわたる事業を実施している団体に委託する必要がある。

③上記の条件を全て満たすのは、主なスタッフが全員特別支援学校教員経験者であ
り、県内でスポーツ・芸術・相談対応等の７事業を展開している「ヨカたの」のみであ
る。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

2 義務教育課
令和６年度問題データベース（国
語、社会、数学、理科、英語）問題
作成等委託

令和6年4月1日
福岡県福岡市中央区赤坂１－１６
－１０

東京書籍株式会社九州支社 31,926,400 円

①本業務は、問題データベース（国語、社会、数学、理科、英語）問題作成等を行うも
のである。

②これを行うためには、個々のつまづきに対応できる内容の問題や、県単位などの
採用実等等が必要である。

③上記を有する者は東京書籍株式会社　九州支社のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

3 義務教育課
令和６年度保育コーディネーター養
成事業委託業務

令和6年4月1日
大分県大分市大津町２丁目１番４１
号　大分県総合社会福祉会館３階

大分県保育連合会 5,558,454 円

①本業務は、保育所、認定こども園において、医療・保健等に精通した保育コーディ
ネーターを養成を行うものである。

②これを行うためには、養成・登録・管理・活用など運営に関する知識・技術が必要で
ある。

③上記(資格)や(技術)を有する者は大分県保育連合会のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

4 義務教育課
令和６年度大分県学力定着状況調
査委託（質問紙調査）

令和6年4月1日
福岡県福岡市中央区赤坂１－１６
－１０

東京書籍株式会社九州支社 8,361,980 円

①本業務は、学力定着状況調査（質問紙調査）を行うものである。

②これを行うためには、的確な対象児童生徒の状況の把握や、信頼性・妥当性の高
い質問紙調査の実施、過去の実施実績等が必要である。

③上記を有する者は東京書籍株式会社　九州支社のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

5 義務教育課
令和６年度大分県学力定着状況調
査委託（学習到達度調査）

令和6年4月1日
福岡県福岡市中央区赤坂１－１６
－１０

東京書籍株式会社九州支社 31,279,050 円

①本業務は、学力定着状況調査（学習到達度調査）を行うものである。

②これを行うためには、的確な学力定着状況把握や信頼性・妥当性の高さ、全国規
模での実施実績等が必要である。

③上記を有する者は東京書籍株式会社　九州支社のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

6 義務教育課
令和６年度大分県保育士等キャリ
アアップ研修事業委託業務

令和6年4月1日 大分県別府市北石垣８２ 学校法人別府大学 4,339,580 円

①本業務は、「保育士等キャリアアップ研修ガイドライン」（平成29年4月1日付け雇児
保発0401第1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）に沿って研修を行
うものである。

②これを行うためには、高度な専門的知識を持つ人材等を有し、教育・保育の現場に
通じるとともに、堅実な研修実施体制が必要である。

③上記(資格)や(技術)を有する者は学校法人別府大学のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

7 義務教育課

令和６年度幼保連携型認定こども
園「新規採用保育教諭研修」及び
「中堅保育教諭等資質向上研修」
事業委託業務

令和6年4月1日 大分県別府市北石垣８２ 学校法人別府大学 2,012,560 円

①本業務は、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）の規定に基づき、幼保連携
型認定こども園の保育教諭に対し研修を行うものである。

②これを行うためには、幼保連携型認定こども園に精通した現状や課題などを十分
に把握し、効果的かつ効率的に研修を実施するためのノウハウを有することが必要
である。

③上記(資格)や(技術)を有する者は学校法人別府大学のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

8 義務教育課
令和６年度保育所職員研修事業委
託業務

令和6年4月1日
大分県大分市大津町２丁目１番４１
号　大分県総合社会福祉会館３階

大分県保育連合会 2,500,600 円

①本業務は、保育所等において研修を行うものである。

②これを行うためには、養成・登録・管理・活用など運営に関する知識・技術が必要で
ある。

③上記(資格)や(技術)を有する者は大分県保育連合会のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

9 教育改革・企画課
令和６年度行財政情報サービス「ｉＪ
ＡＭＰ」利用契約

令和6年4月1日 東京都中央区銀座５丁目１５番８号 株式会社時事通信社 1,103,520 円

①本契約は、株式会社時事通信社がインターネトを通じて提供する行財政情報サー
ビスを利用するためのものである。
②これを行うためには、同サービスの提供が必要である。
③同サービスを提供できる者は株式会社時事通信社のみであり、知事部局、議会事
務局も本サービスを利用している。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

10 教育改革・企画課
県立学校教員用パソコン一式賃貸
借

令和6年4月1日
福岡県福岡市博多区東比恵３丁目
１番２号

FLCS株式会社　九州支店 13,179,276 円

①本業務は、県立学校に導入した教員用パソコン一式の賃貸借契約が令和6年3月
末で満了するため、再リース契約を行うものである。
②上記製品を引き続き賃貸借するためには、現行契約業者（FLCS株式会社九州支
店）との契約が必要である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

11 教育改革・企画課
学校ホームページ保守管理運営業
務委託

令和6年4月1日 大分県大分市津留１９７９番地１ 鬼塚電気工事株式会社 4,180,000 円

①本業務は、学校ホームページシステムの保守管理を行うものである。
②「学校ホームページ作成・管理システム」は、令和5年8月に実施した企画提案競技
（コンペ方式）を経て、鬼塚電気工業株式会社を契約の相手方として選定し契約を
行っている。その設計、構築から導入までの一連の開発業務を同社が行ったもので
ある。当該システムの維持管理・運用業務を円滑に行うためには、高度の技術力と
当該システムに精通し細部まで熟知していることが要求される。以上のことから、当
該システムの維持管理・運用を確実に実施できる業者は開発業者である鬼塚電気工
事株式会社しかない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

12 教育財務課
奨学金事業に係る債権管理事務委
託業務

令和6年4月1日
大分県大分市府内町３丁目１０番１
号

公益財団法人大分県奨学会 6,155,000 円

①本業務は、大分県からの貸付金を原資として実施する奨学金事業に係る債権回収
を行うものである。
②そのためには、当該事業に係る債権回収を通じた県貸付金の保全を効果的、効率
的に実施する必要がある。
③この条件を満たすのは、当該事業を唯一実施している公益財団法人大分県奨学
会のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

13 教育財務課
令和6年度大分県立高等学校授業
料等口座振替収納事務処理業務
委託

令和6年4月1日
大分県大分市府内町３丁目４番１
号

株式会社大分銀行 7,382,393 円

①本業務は、大分県立高等学校の授業料について口座振替による収納業務を行う
ものである。
②これを行うためには、公金収納状況の集約について迅速性かつ的確性が求められ
るとともに、口座振替収納に係る電算システムが必要である。
③この条件を満たすのは、大分県の指定金融機関であり、かつ平成４年４月から実
施している口座振替収納事務に係る電算システムを開発し、業務に精通している株
式会社大分銀行のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

14
学校安全・安心支
援課

ＳＮＳ等によるいじめ等通報窓口事
業業務委託

令和6年4月1日 東京都品川区西五反田1-21-8 アディッシュ株式会社 1,996,500 円

①本事業は、いじめ等生徒指導上の諸問題について、匿名通報を可能とする一方向
型のアプリ等を大分県内の県立高等学校及び県立中学校に導入することにより、い
じめ等の早期発見や組織的な対応を図るために行うものである。
②令和元年度から開始した本事業については、契約の相手方であるアディッシュ株
式会社のサイトを利用しており、他社のシステムに変更すれば利用者に不利益が生
じることから引き続き同サイトを利用したいが、同サイトの維持・管理ができるのは、
開発業者である同社以外にない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

15 大分県立図書館
令和６年度大分県立図書館が使用
する新刊全件MARC等の使用契約

令和6年4月1日 東京都文京区大塚三丁目１番１号 株式会社図書館流通センター 2,992,000 円

①大分県立図書館では、書誌データ（ＭＡＲＣ）として、新刊図書をすべて網羅した新
刊全件ＭＡＲＣを使用しているが、平成７年２月から(株)図書館流通センターで作成す
る「ＴＲＣＭＡＲＣ」を採用している。

②現在の図書館システムにおいて、ＴＲＣＭＡＲＣを使用したデータが約２５６万点蓄
積されているため、他社が作成しているＭＡＲＣに変更した場合、データ修正のため
に既存の２５６万点を超える図書館資料すべてのＩＣタグデータの置き換えが必要とな
り、これには莫大な費用、労力及び休館日が必要になる。

③現在利用しているＴＲＣＭＡＲＣに不都合がない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

16 社会教育課
令和６年度「学びのステップアドバ
イザー」運営委託業務

令和6年4月1日 大分県大分市花園2-11-42
ＮＰＯ法人　地域の宝育成支援セン
ター

2,592,850 円

①本事業は、高等学校中卒者等「学び直し」を必要とする人々に対して学習指導及び
進路指導を行うものである。

②本業務を委託するにあたり、１者から企画提案を受け、審査した結果、優れた企画
提案を行ったＮＰＯ法人地域の宝育成支援センターと契約したものである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円
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17 社会教育課
令和6年度「子ども科学体験推進事
業」運営委託業務

令和6年4月1日 大分県大分市明野南1-34-24 一般社団法人大分科学普及会 33,895,115 円

①本事業は、子どもたちの科学や技術への興味・関心を一層高めるため、気軽に科
学や技術に触れられる機会を提供するとともに、子どもたちの将来における自己実現
を支える教育の推進を目指すものである。

②本業務を委託するにあたり、１者から企画提案を受け、審査した結果、優れた企画
提案を行った一般社団法人大分科学普及会と契約したものである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

18 社会教育課
女性の地域活動実践力向上支援
事業委託業務

令和6年6月14日
大分県大分市東春日町1番1号　Ｎ
Ｓ大分ビル２階

一般社団法人大分県地域婦人団
体連合会

2,846,209 円

①本業務は、多様化する地域課題を住民主体で解決する体制を強化するため、女性
の視点を活かした地域づくりに必要な実践力の向上を図る取組を支援することを目
的とする。

②大分県地域婦人団体連合会は、地域社会における生活改善と社会問題の解決を
目指して設立され、70年以上にわたる豊富な経験と専門知識を有している団体であ
る。県内の女性で組織する社会教育関係団体としては最大の団体であり、県内市町
村に在する婦人会のすべてと関係を有している。本事業を委託するにあたり、県内社
会教育関係団体のうち、県内全域と連携し業務を遂行できる団体は、本団体のみで
あることから、１者随意契約とする。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

19 九重青少年の家 浄化槽維持管理業務 令和6年4月1日
大分県玖珠郡玖珠町大字塚脇４９
－１２

株式会社玖珠環境センター 1,211,100 円

①本業務は、九重青少年の家の浄化槽維持管理を行うものである。
②九重町管内で浄化槽の清掃業務を行うためには、九重町の許可を得ている必要
がある。
③上記許可を受けているものは、株式会社玖珠環境センターのみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

20 歴史博物館
令和６年度宇佐風土記の丘除草業
務委託

令和6年4月1日 大分県宇佐市大字高森2541 風土記の丘グリーンアソシエイト 3,068,780 円

①本業務は、日常の芝生等管理・道路等清掃業務を行うものである。

②当該団体は地元風土記の丘の快適な環境と景観作りを目的として設立された団体
であるため、性質（設立趣旨・運営方針等）上、時価に比して著しく有利な価格で契約
を締結することが可能である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第7号

21 佐伯支援学校 佐伯支援学校給食運搬委託業務 令和6年4月1日 佐伯市西浜２番３１号 さくら運輸株式会社 1,191,850円

①本業務は、本校へ給食センターが給食運搬を行うものである。
②運搬業務は剣崎学校給食センターを所管する佐伯市教育委員会が運送会社に委
託しており、本校分のみを独自に運搬することができないため、佐伯市教育委員会が
委託契約を締結しているさくら運輸株式会社に運搬委託する必要である。
③上記のため、さくら運輸株式会社と随意契約するもの
④単価契約：１日あたり６，０５０円

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

22 教育人事課
令和６年度全国教員研修プラット
フォーム契約

令和6年4月1日 茨城県つくば市立原3番地 独立行政法人　教職員支援機構 3,895,000 円

①本業務は、全国教員研修プラットフォーム自治体向けサービスを提供するものであ
る。

②これを行うためには、研修管理能力や最新の研修の配信が必要である。

③上記サービスを有する者は独立行政法人教職員支援機構のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号
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契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

23 教育改革・企画課
ICT教育サポーター育成プラット
フォーム運営業務委託

令和6年4月1日
大分県大分市東春日町51-6　大分
第2ソフィアプラザビル

公益財団法人ハイパーネットワーク
社会研究所

98,362,005 円

①本業務は、1人1台端末に係る問合せ窓口（ヘルプデスク）を設置するとともに、ICT
機器等に精通し、ICT機器を活用した授業、研修、教材作成等の支援ができる者（ICT
教育サポーター）を確保・育成し各県立学校へ派遣するものである。
➁各県立学校には校内教員による情報担当者がいるが、授業等の校務があるため
負担が多い。そこで、ICT教育サポーターを学校に定期的に派遣することにより、各校
のICTの効果的な活用推進を行うことが求められる。
これを行うためには、現在、確保・育成したICT教育サポーターの確保・育成、学校現
場との派遣調整等、実績と豊富なノウハウが必要である。
③
上記業務を完遂できるのは、現行契約業者である公益財団法人ハイパーネット
ワーク社会研究所のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

24 教育改革・企画課
爽風館高等学校統合型校務支援シ
ステム運用保守業務委託（R6.4.1～
R7.3.31）

令和6年4月1日
京都府京都市中京区烏丸通三条る
場之町603番地

株式会社システムディ 1,716,000 円

①本業務は、爽風館高校の校務支援システムの運用・保守を行うものである。
②運用で障害が発生した場合、データの修正やプログラムの変更を早急に行わなけ
ればならない。
③これに対応できるのは開発元の株式会社システムディのみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

25 教育改革・企画課
特別支援学校統合型校務支援シス
テム運用保守業務委託(R6.4.1～
R7.3.31)

令和6年4月1日
京都府京都市中京区烏丸通三条る
場之町603番地

株式会社システムディ 5,346,000 円

①本業務は、大分県立特別支援学校の校務支援システムの運用・保守を行うもので
ある。
②運用で障害が発生した場合、データの修正やプログラムの変更を早急に行わなけ
ればならない。
③これに対応できるのは開発元の株式会社システムディのみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

26 教育改革・企画課
県立学校校務支援システム運用保
守業務委託(R6.4.1～R7.3.31)

令和6年4月1日 大分県大分市東春日町17番57号 株式会社オーイーシー 7,885,680 円

①本業務は、大分県立高校の校務支援システムの運用・保守を行うものである。
②運用で障害が発生した場合、データの修正やプログラムの変更を早急に行わなけ
ればならない。
③これに対応できるのは開発元の株式会社オーイーシーのみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

27
学校安全・安心支
援課

令和６年度ICT家庭学習支援システ
ム利用契約（R6.4.1~R7.3.31）

令和6年4月1日
神奈川県川崎市川崎区駅前本町
22-2

株式会社城南進学研究社 3,954,720 円

①本事業は、ICT家庭学習支援システムを活用して、不登校児童生徒に対し、学習支
援を行うものである。
②本事業では、
(1)小学校1年～中学校3年までの国語、算数・数学、英語、理科、社会のコンテンツを
有し、教科書準拠であり、動画等のマルチメディア教材で構成されて、教材の対話型
構成となっていること。
(2)学習内容の解説のみではなく、演習・確認テストの両方を有し、1単元当たり10問
程度の問題を準備し、問題の解答方法は、「選択式」「全文入力」「並べ替え」等3形式
以上を有すること。
(3)理解度や習熟度に応じて、問題の難易度を自動的に調整する機能を有し、単元の
内容の理解が不足する場合には、自動的に判定を行い、学び直しを促す機能を有す
ること。
(4)管理者用及び対象児童生徒分のＩＤとパスワードを提供すること。
(5)管理者が学習内容や期間等を個別またはグループで設定でき、児童生徒からの
質問に回答する機能を有すること。
(6)児童生徒の学習状況をリアルタイムもしくは記録で把握でき、管理する児童生徒
の学習状況に関するデータを指定形式でダウンロードする機能を有すること。
(7)PCやタブレットのOSを問わず使用できること。
(8)問い合わせに電話・メール等で速やかに対応できること。
の全条件を満たす必要があるが、全条件を満たすシステムは株式会社城南進学研
究社が提供しているＩＣＴ家庭学習支援システム「デキタス」だけであることから、本契
約を締結できるのは同社以外にない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

28 義務教育課
令和６年度オンライン研修システム
利用契約

令和6年4月30日
神奈川県藤沢市朝日町１０－７　森
谷産業旭ビル４階

株式会社保育のデザイン研究所 2,343,000 円

①本業務は、園内にてオンライン研修を行うものである。

②これを行うためには、キャリアステージに応じた研修のラインナップ、専門性の高い
講師陣の講座、日々の保育に生かせる演習メニューが組み込まれている研修映像と
資料をインターネット上で提供していることが必要である。

③上記(資格)や(技術)を有する者は株式会社保育のデザイン研究所のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

29 義務教育課
令和６年度中学校英語民間テスト
実施委託

令和6年5月1日 東京都新宿区横寺町55 公益財団法人日本英語検定協会 9,716,500 円

①本業務は、生徒の英語力を「英検級」という全国共通のスケールで的確に把握・判
定し、継続的かつ効果的に生徒の英語力を高めていくものである。
②これを行うためには、英検級で英語力を判定する技術を有し、生徒にどの程度英
語力が身に付いているのかを経年で調査しその結果を基に授業改善につながる取
組の実施に協力する必要がある。
③上記の条件を有するものは、公益財団法人日本英語検定協会のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

30 高校教育課
令和６年度「高校生による課題解決
アイデアソン及び観光ツアー企画学
習」業務委託

令和6年4月12日
大分県大分市東春日町51-6　大分
第2ソフィアプラザビル

公益財団法人ハイパーネットワーク
社会研究所

9,154,800 円

①本業務は、地域課題を発見、解決できるビジネスリーダーとして将来の地域創生を
担い活躍できる人材の育成のため、地域課題解決につながるビジネスプランを検討
するアイデアソンを実施するとともに、インバウンド向け観光サービス等の企画、立案
及びコンテストを通じて地域創生を担う人材育成を目的とした「高校生による課題解
決アイデアソン及び観光ツアー企画学習」の企画・運営を行うものである。
②本業務を委託するにあたり、４者から企画提案を受け、審査した結果、最も優れた
企画提案を行った公益財団法人ハイパーネットワーク社会研究所と契約したもので
ある。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

31 高校教育課
令和6年度アントレプレナーシップ人
材育成講座業務委託

令和6年4月23日
兵庫県神戸市中央区浪花町56　企
業プラザ兵庫

ＩＫＩＲＵ合同会社 1,280,000 円

①本業務は、VUCA時代を生き抜くために、自ら行動を起こし、新たな価値を生み出し
ていく「起業家マインド」と「起業家的能力」の育成を目的とした体験型ワークショップ
「アントレプレナーシップ人材育成講座」の企画・運営を行うものである。
②本業務を委託するにあたり、５者から企画提案を受け、審査した結果、最も優れた
企画提案を行ったＩＫＩＲＵ合同会社と契約したものである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

32 高校教育課
「大分県立安心院高等学校　学習
プログラム支援事業」業務委託

令和6年4月25日 大分県中津市三光上深水1513-1 合同会社　ビジョナリープロジェクト 1,006,500 円

①本業務は、「発酵・醸造」をテーマとする企業等と連携した新たな探究的な教育プロ
グラムを構築し、実践しており、生徒の探究活動を支援するとともに、企業・団体等と
学校の教育活動を支援する体制を構築・運用調整を行い、学校での学びの深化を図
るものである。
②本業務を委託するにあたり、１者から企画提案を受け、審査した結果、優れた企画
提案を行った合同会社ビジョナリープロジェクトと契約したものである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

33 高校教育課
大分県立国東高等学校　宇宙
STEAM探究等支援及び全国募集
周知等委託業務

令和6年4月25日 東京都江東区新大橋3-6-7 株式会社Ｂａｒｂａｒａ　Ｐｏｏｌ 7,142,300 円

①本業務は、国東高校において実施する「総合的な探究の時間（宇宙STEAM研究）」
及び「SPACEコース」設置に係るカリキュラム作成や授業及び教材開発、全国募集周
知業務を行うものである。
②本業務を委託するにあたり、１者から企画提案を受け、審査した結果、優れた企画
提案を行った株式会社Barbaｒa Poolと契約したものである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

34 高校教育課
令和６年度「スタンフォード大学遠
隔講座」委託業務

令和6年6月10日 CA StanfordEncina Hall E005 スタンフォード大学 12,640,000 円
①本業務は、「スタンフォード大学講師１名対高校生３０名程度」のオンライン遠隔授
業を目的とするものである。
②上記の目的を達するには、スタンフォード大学の他に適切な相手はいない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

35 高校教育課
令和６年度県立高校全国募集周知
等委託業務（大分県立安心院高等
学校）

令和6年5月24日 大分県大分市広瀬町2-3-21 株式会社佐伯コミュニケーションズ 1,418,582 円

①本業務は、安心院高校の学校の魅力を県外の受験生に周知し、県外からの受験
者数を増やすことを目的とし、学校の魅力の深掘りやターゲット層に対してデジタル
技術を活用し、学校の魅力の周知を行うものである。
②本業務を委託するにあたり、2者から企画提案を受け、審査した結果、最も優れた
企画提案を行った株式会社佐伯コミュニケーションズと契約したものである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

36
学校安全・安心支
援課

学校防災士養成研修委託 令和6年6月3日
大分県大分市羽田648-1　大滝第
一ビル１－Ｃ

特定非営利活動法人　大分県防災
活動支援センター

1,838,400 円

①本業務は、県立学校の教職員が各学校で防災対策や防災教育を実践するために
必要な知識を得るため、学校現場のニーズに合った内容のカリキュラムを編成した研
修を実施し、防災士資格を取得させるもの。

③県内で防災士養成研修を実施できる団体は、当該団体以外にない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

37 義務教育課
令和６年度大分県子育て支援員研
修事業委託

令和6年6月18日
福岡県福岡市博多区上呉服町10
番10号　呉服町ビジネスセンター5
階

株式会社テノ．コーポレーション 4,156,900 円
①本業務は、子育て支援員研修を行うものである。
②本業務を委託するにあたり、１者から企画提案を受け、審査した結果、優れた企画
提案を行った株式会社テノ．コーポレーションと契約したものである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

38 体育保健課

令和６年度地域スポーツクラブ活動
体制整備事業（地域スポーツクラブ
活動への移行に向けた実証事業）
委託

令和6年4月1日 大分市岡６組の２
総合型地域スポーツクラブハイタッ
チ大分

5,200,000 円

①本業務は、県内の部活動の地域移行を進めるにあたり、大分県立大分豊府中学
校生を対象とした地域クラブを立ち上げ、県内における部活動の地域移行を推進す
るためのモデル事業を実施するものである。
②これを行うためには、スポーツ協会や競技団体・大学・企業等との連携、他の地域
においても参考となるような地域クラブ活動モデルの構築が必要とされることから、地
域に根ざして多種目、多志向等の理念で活動する総合型地域スポーツクラブが適当
である。
③大分県立大分豊府中学校周辺地域には総合型地域スポーツクラブがなく、当該中
学校は県内多地域の生徒が在籍するという学校の特徴から、拠点によらず広域でス
ポーツ教室等を開催している総合型地域スポーツクラブハイタッチ大分のみが本業
務を実施することができる。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

39 文化課
令和６年度「文化部活動改革（部活
動の地域移行に向けた実証事業
等）」（文化庁委託事業）委託業務

令和6年8月1日 大分市岡６組の２
総合型地域スポーツクラブハイタッ
チ大分

1,172,853 円

①本事業は、部活動の地域移行を推進するためのモデルケースとして大分県立大分
豊府中学校において地域クラブ活動を実施するものである。
②これを行うためには、既存の部活動に対応できる多種目・多世代・多志向で活動
し、各指導者を確保可能な団体である必要があり、総合型地域スポーツクラブが該
当する。
③大分県立大分豊府中学校の周辺地域には総合型地域スポーツクラブがないた
め、上記を満たし本事業を実施することができるのは、拠点によらず広域でスポーツ
教室等を開催している総合型地域スポーツクラブハイタッチ大分のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

40 教育センター
大分県教育センターエレベーター保
守管理業務委託

令和6年5月1日 福岡県福岡市博多区綱場町４-１ フジテック株式会社　九州支店 1,611,720 円

①本業務は、大分県教育センターのエレベーターの点検・機能維持を行い、庁舎利
用者の利便性及び安全を確保するものである。
②これを行うためには、製造物責任の所在を明らかにし点検後の一貫した保証を確
保すること、本庁舎エレベーターの構造を熟知している技術者を確保し故障時に迅速
な復旧を可能にしておくことが必要である。
③上記に対応可能な者は、当エレベーターを設計・製造したフジテック株式会社のみ
である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

41 教育改革・企画課
爽風館高等学校統合型校務支援
システム機能改修業務委託

令和6年9月2日
京都府京都市中京区烏丸通三条
上る場之町603番地

株式会社システムディ 4,235,000 円

①本業務は、爽風館高等学校統合型校務支援システム「School　Engine」の授
業料徴収機能を改修するものである。
②「School　Engine」を熟知しており、システム改修内容を理解した上で業務
を遂行することが必要不可欠である。
③上記を実施できる者は、「School　Engine」の開発元であり、現在運用保守
業務を委託している株式会社システムディのみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

42
学校安全・安心支
援課

「デイケン」、「NiCoLi」、
「学校風土調査」、「いじめDア
ンケート」の4ツールの使用に関
する契約

令和6年7月1日
大阪府大阪市北区梅田1-1-3　大
阪駅前第３ビル267号

公益社団法人子どもの発達科学
研究所

2,188,890 円

①本業務は、不登校者数を抑えるために、新たな不登校を生まない未然防止対
策として、一人一台端末を活用した「メンタルヘルス分析ツール」を試験導入
するものである。
②公益社団法人子どもの発達科学研究所は、こころとからだの連絡帳「デイケ
ン」を構築しており、類似したシステムは他社も提供しているが、学校で毎朝
行う朝の健康観察をデジタル化、簡便化し、児童生徒の体調、メンタルヘル
ス、生活リズムの不調、リスク、さらには児童生徒からの相談希望を担任、養
護教諭、管理職が即時に把握できるのは、当該法人が構築した「デイケン」だ
けである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

43 大分県立図書館 令和６年度電子書籍購入契約 令和6年10月2日
福岡県福岡市博多区博多駅南１
丁目３番１１号　ＫＤＸ博多南
ビル６階

株式会社紀伊國屋書店　九州営
業部

1,936,297 円

①本業務は、紀伊國屋書店が提供するKinoDen（学術電子図書館サービス）を
利用し、大分県立図書館における非来館型サービスの拡充を行うものである。
②これを行うためには、同社が提供する電子書籍を取り扱っている必要があ
る。
③上記を取り扱う企業は、株式会社紀伊國屋書店のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

44 歴史博物館
令和６年度特別展展示資料輸送
等業務

令和6年9月4日 大分県大分市金池南2-11-1 日本通運株式会社 大分支店 2,434,199 円

① 本業務は、特別展の展示資料を借用するための展示資料輸送及び展示作業
の業務を行うものである。
② 上記業務には、「運送業の入札参加資格を有する者で、大分県内若しくは
近隣県内に事業所を有する者」、「美術品輸送専用車を有し、美術品の取扱に
ついて精通した専門職員がいること」、「美術品輸送について相当の実績（国
宝や重要文化財の輸送業務を行った実績）を有すること」の３つの基準を満た
す業者であることが必要である。
③ 上記資格を有し指名可能である業者は２者であったが、応札業者が１者で
あったため入札不調となった。輸送業務実施の際の条件を満たす業者は２者の
他にいないこと、また、応札した業者の金額が予定価格内であったことから随
意契約を締結する。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第8号

45 体育保健課
令和6年度Exseed指導者養成講習
会運営委託業務

令和6年6月3日
鹿児島県鹿屋市花岡町4518番地
の3

特定非営利活動法人ウェルスポ
鹿屋

2,511,500 円

①本業務は、幼児期・少年期の子どもたちや親子で取り組みやすいダンス風の
『Exseed』エクササイズを行うものである。
②この『Exseed』の指導者を養成するためには『Exseed』講習会を開催し、資
格認定試験の開催が必要になる。
③『Exseed』の専門的な知識や技術を指導し、認定試験を実施できるのは特定
非営利活動法人ウェルスポ鹿屋のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

46 体育保健課
県立学校児童生徒の心臓検診委
託契約（単価契約）

令和6年4月2日

中津市大字永添2110番地の8
宇佐市大字南宇佐635番地
別府市上田の湯の街10番５号
臼杵市大字戸室字大横井谷1140
番地1
津久見市大字千怒6011番地
佐伯市鶴谷町1町目7番28号
日田市清水町803番地の１
大分市大字宮崎1415番地

中津市医師会総合健診ｾﾝﾀｰ
宇佐高田地域成人病検診ｾﾝﾀｰ
一般社団法人別府市医師会
臼杵市医師会立市民健康管理ｾﾝ
ﾀｰ
一般社団法人津久見市医師会
一般社団法人佐伯市医師会
日田市医師会立日田検診ｾﾝﾀｰ
公益社団法人大分県地域成人病
検診協会おおいた検診ｾﾝﾀｰ

15,903,470 円

①本業務は学校保健安全法第13条第1項並びに同法施行規則第6条第１項第8号
の規定に基づき、県立学校の第１学年の児童生徒に対し心臓検診を行うもので
ある。
②これを行うにあたっては、学校保健への深い理解と高い専門性、短期間で効
率的かつ安定した質の高い検診を低廉な価格でできる体制を有している必要が
ある。
また、学校医、地域医師会の医師等が健診結果を判定するため、その地域の機
関による健診を要する。
③上記を満たすのは左記のみである。
④単価契約：心臓健診（一次）1,760円/人
 　　　　　 心臓検診（二次）6,930円/人

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

47 体育保健課
県立学校生徒の結核健康診断業
務委託契約（単価契約）

令和6年4月3日 大分市大字駄原２８９２－１
公益財団法人　大分県地域保健
支援センター

8,563,566 円

①本業務は学校保健安全法第13条第1項並びに同法施行規則第6条第1項第8号の
規定に基づき、高等学校第1学年及び特別支援学校高等部第1学年の生徒に対し
結核健診を行うものである。
②これを行うにあたっては、当該年度の6月30日までに県下全域の健診に対応
でき、同一の健診業者による写真の読影により診断制度を一定に保持する必要
がある。
③上記を満たすのは公益財団法人大分県地域保健支援センターのみである。
④単価契約：
精密検査5,700円/人
車椅子リフト2,420円/人
デジタル撮影1,166円/人
ポータブル撮影4,070円/人

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

48 教育改革・企画課
大分県立高等学校校務支援シス
テム改修業務委託（R6.12.1～
R6.12.27）

令和6年11月6日 大分県大分市東春日町17番57号 株式会社オーイーシー 1,223,640 円

①本業務は県立高等学校で運用されている校務支援システムの改修を行うもの
である。
②これを行うためには本システムについて熟知している必要がある。
③上記資格や技術を有する者は本システムの納入業者である株式会社オーイー
シーのみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

49 福利課
教職員等の生涯生活設計（ライ
フプラン）推進事業委託

令和6年7月11日
大分県大分市府内町三丁目１０
番１号

公立学校共済組合大分支部 1,500,000 円

①本業務は、教職員等の生涯生活設計づくりの支援をする事業を行うものであ
り、この事業は県教育委員会と公立学校共済組合と教職員互助会の３者共催事
業である。
②支援対象者に義務制諸学校の教職員も含まれるため、契約の相手方は対象者
を組合員にもつ当団体しかない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

50 福利課
大分県教職員健康管理システム
改修委託業務

令和6年9月2日
福岡県福岡市早良区百道浜２丁
目４番２７号

株式会社麻生情報システム 1,936,000 円

①大分県教職員健康管理システムを、次期職員用パソコンの端末（OS：
Windows11）で利用できるよう改修するもの。
②大分県教職員健康管理システムは株式会社麻生情報システムのパッケージソ
フトであり、他社では改修作業を行うことができない。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

51 社会教育課
読書日記（小学校中学年用）の
作成契約

令和6年4月26日
大分県大分市広瀬町２丁目３番
２１号

株式会社佐伯コミュニケーショ
ンズ

2,537,645 円

①本業務は、 推薦図書リストと読書記録ノートの要素を含む読書日記帳を作
成し、子どもの読書意欲を喚起するとともに、本と出会うきっかけを提供する
ことで、家庭・学校における読書習慣の形成と読書活動の充実を図ることを目
的とするものである。

②上記の物品を取り扱っているのは、株式会社佐伯コミュニケーションズのみ
である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

52 香々地青少年の家
令和６年度香々地青少年の家浄
化槽保守点検業務委託契約

令和6年4月1日 大分県豊後高田市界６５０番地 有限会社広域清掃社 1,826,000 円

①本業務は、香々地青少年の家の浄化槽の維持管理を行うものである。
②豊後高田市管内で浄化槽の清掃を行うには豊後高田市の許可が必要であり、
３事業者が該当するが、いずれも大分県の競争入札参加資格を有していない。
③以上のことから、競争入札が成立しないため、この３事業者で見積合わせを
実施し、最も安価だった有限会社広域清掃社と随意契約を締結した。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

53 義務教育課
令和６年度大分県保育士等キャ
リアアップ研修（eラーニング）
事業委託業務

令和6年9月25日
東京都千代田区神田三崎町２丁
目２番１２号

株式会社東京リーガルマインド 4,335,100 円

①本業務は、保育士等キャリアアップ研修を行うものである。

②これを行うため、５社から企画提案を受け、審査委員会による審査の結果、
最も優れた企画提案を行った、株式会社東京リーガルマインドと契約を締結す
るもの。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

54 教育改革・企画課
県立学校生成AI実証利用に係る
業務委託

令和6年9月30日
福岡県福岡市中央区天神一丁目
12番20号

株式会社QTnet 1,320,000 円

①本業務は、生成AIの教育での活用に向けて、県立学校教職員を対象にした効
果的な活用に関する実証を行うものである。

②実証を効果的に行うためには、Microsoft社のGTP-3.5及びGPT-4、Google社
のPalm2及びGemini 1.5Pro等を用途に応じて　ユーザーがそれぞれ機能を選択
することができ、かつそれらを廉価に活用することができるサービスであるこ
と。加えて、令和5年12月1日から大分県教育庁で実施した生成AI（QT-GEN-
AI）トライアル利用で収集したログデータを取り込み、学習させることのでき
るサービスであることが不可欠である。

③上記を実施できるものは、生成AI（QT-GEN-AI）の開発元である株式会社
QTnetのみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

55 大分県立図書館 令和６年度電子書籍購入契約 令和7年1月8日
福岡県福岡市博多区博多駅南１
丁目３番１１号　ＫＤＸ博多南
ビル６階

株式会社紀伊國屋書店　九州営
業部

2,465,267 円

①本業務は、紀伊國屋書店が提供するKinoDen（学術電子図書館サービス）を
利用し、大分県立図書館における非来館型サービスの拡充を行うものである。
②これを行うためには、同社が提供する電子書籍を取り扱っている必要があ
る。
③上記を取り扱う企業は、株式会社紀伊國屋書店のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

56 体育保健課

令和６年度地域スポーツクラブ
活動体制整備事業（地域スポー
ツクラブ活動への移行に向けた
実証事業）委託(竹田市)

令和6年4月1日 大分県竹田市会々１６５０ 竹田市 4,000,000 円

①本業務は、県内各市町村の部活動の地域移行推進のためにモデル事業を実施
するもの
②モデル実施により、関係団との連絡調整を行う統括コーディネーターの効果
及び活動拠点を活用した平日及び休日の地域クラブとの連携事業の効果を検証
する必要がある。
③上記の取組みを推進する竹田市に本業務を委託する。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

57 体育保健課

令和６年度地域スポーツクラブ
活動体制整備事業（地域スポー
ツクラブ活動への移行に向けた
実証事業）委託(豊後大野市)

令和6年4月1日 豊後大野市三重町市場1200 豊後大野市 3,500,000 円

①本業務は、県内各市町村の部活動の地域移行推進のためにモデル事業を実施
するもの
②モデル実施により、学校単位での調査研究や休日及び平日の活動の地域移行
を推進し、総合型地域スポーツクラブ、企業、スポーツ少年団と連携して部活
動の地域移行における取組を実施する必要がある。
③上記の取組みを推進する豊後大野市に本業務を委託する。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

58 体育保健課

令和６年度地域スポーツクラブ
活動体制整備事業（地域スポー
ツクラブ活動への移行に向けた
実証事業）委託(豊後高田市)

令和6年4月1日 豊後高田市是永町３９－３ 豊後高田市 3,000,000 円

①本業務は、県内各市町村の部活動の地域移行推進のためにモデル事業を実施
するもの
②モデル実施により、関係団との連絡調整を行う統括コーディネーターの効果
及び市内全地域で連携して活動する総合型地域スポーツクラブの活用の効果を
検証する必要がある。
③上記の取組みを推進する豊後高田市に本業務を委託する。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

59 体育保健課

令和６年度地域スポーツクラブ
活動体制整備事業（地域スポー
ツクラブ活動への移行に向けた
実証事業）委託(国東市)

令和6年4月1日
大分県国東市国東町鶴川１４９
番地

国東市 1,080,000 円

①本業務は、県内各市町村の部活動の地域移行推進のためにモデル事業を実施
するもの
②モデル実施により、運営団体や実施主体、市教委や学校との連絡調整、既存
地域クラブ等との連携を円滑に進めるための複数総括コーディネーター配置に
よる効果の検証する必要がある。
③上記の取組みを推進する国東市に本業務を委託する。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

60 体育保健課

令和６年度地域スポーツクラブ
活動体制整備事業（地域スポー
ツクラブ活動への移行に向けた
実証事業）委託(由布市)

令和6年4月1日 由布市庄内町柿原３０２番地 由布市 1,220,000 円

①本業務は、県内各市町村の部活動の地域移行推進のためにモデル事業を実施
するもの
②市町村合併による旧町単位で移行格差が生じないようなモデル実施をする必
要がある。
③由布市では、挾間地域をモデル対象として、市統括コーディネーターと挾間
地域の総合型地域スポーツクラブのコーディネーターにより運営団体や実施主
体、市教委や学校との連絡調整等を円滑に進め、総合型クラブを受皿として湯
布院や庄内を含めた地域移行拡充に向けた取組みを推進しているため、本業務
を委託する。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

61 体育保健課
令和６年度児童生徒の健康診断
による精密検査委託業務(単価契
約）

令和6年4月24日 豊後高田市金谷町1185番地 一般社団法人豊後高田市医師会 1,001,406 円

①本業務は、推進地域内の中等度・高度肥満の児童生徒のうち、希望者に対し
精密検査を実施するものである。
②これを行うためには、専門的な知識及び技術が必要である。
③上記の医療的専門性を有する者は一般社団法人豊後高田市医師会のみであ
る。
④単価契約：8,862円/回

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

62 歴史博物館
令和６年度企画展「八幡信仰の
至宝」展示資料輸送等業務

令和6年11月22日 大分県大分市金池南2-11-1 日本通運株式会社 大分支店 3,913,450 円

①本業務は、企画展「八幡信仰の至宝」における借用資料の輸送及び展示作業
の業務を行うものである。
②上記業務は、国宝３点及び国指定重要文化財５点を始め貴重な文化財を取り
扱うものであることから、受託業者は以下の３つの基準を満たしていることが
必要である。
(1)　「大分県競争入札参加資格一覧表（物品・役務等）」の運送業の入札参
加資格を有する者で、大分県内若しくは近隣県内に事業所を有すること。
(2)　美術品輸送専用車を有し、美術品の取扱について精通した専門職員が従
事していること。
(3)　美術品輸送について、相当数の実績（国宝や国指定重要文化財の輸送業
務を行った実績が５回以上）を有すること。
③上記要件を満たす者は、「日本通運株式会社大分支店」のみであることか
ら、当該業者と随意契約を締結する。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

63
大分上野丘高等学
校

大分上野丘高校普通教室棟昇降
機保守・点検委託（長期継続契
約）

令和6年11月29日
福岡県福岡市中央区長浜2-4-1
東芝福岡ビル５階

東芝エレベータ株式会社　九州
支社

1,148,400 円

①本業務は、大分上野丘高等学校のエレベーターの保守・点検を行い、利用者
の利便性及び安全を確保するものである。
②これを行うためには、「専門的知識」と「特殊な技術」が必要となり、その
エレベーターを熟知していなければならない。また、エレベーターには遠隔監
視装置が設置されているが、他社との間においてそのソフトの互換性がないた
め、製造元でなければ保守作業を適切に実施することができない。
③上記に対応可能な者は、当エレベーターを製造した東芝エレベータ株式会社
のみである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

64 体育保健課
「令和６年度地域スポーツクラ
ブ活動体制整備事業」に係る人
材バンク構築事業委託業務

令和6年10月28日
山梨県甲府市青沼 3 丁目 17 番
15 号

アスフィール株式会社 8,800,000 円

①本業務は、部活動の地域移行の推進のために指導者人材バンクシステムを構
築し、市町村における指導に協力できる地域人材確保を支援するもの
②本業務を委託するにあたり、１者から企画提案を受け、審査した結果、優れ
た企画提案を行ったアスフィール株式会社と契約したものである。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

65 福利課
令和６年度県立学校職員定期健康診
断（結核検診）委託契約（単価契
約）

令和6年4月1日
大分市大字駄原２８９２番地の１ 公益財団法人

大分県地域保健支援センター
4,421,597 円

①学校保健安全法第１５条及び施行規則第１３条に基づき、県立学校に勤務す
る職員に定期健康診断の１項目に位置付けられている結核検診を実施するも
の。
②業務の専門性、特殊性及び日程から、業務を受託できる健診機関は当団体し
かない。
③単価契約
・胸部デジタル撮影1,166.0円／件
・胸部デジタル撮影(同一人物２枚目以降)3,272.5円／件
・胸部デジタル撮影(車いす対応リフト車)2,420.0円／件

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

66 福利課
令和６年度県立学校教職員定期健康
診断業務委託契約（単価契約）

令和6年5月24日
大分市大字宮崎１４１５番地

公益財団法人大分県地域成人病
検診協会
おおいた健診センター

34,037,352 円

①県立学校に勤務する教職員が対象で学校保健安全法第１５条及び施行規則第
１３条に基づいた定期健康診断に位置づけられており、県内各地を巡回しなが
ら最寄りの学校の教職員の健診業務を行うもの。
②業務の専門性、特殊性及び日程から、業務を受託できる健診機関は当団体し
かない。
③単価契約
・身体計測330円／件
・聴力検査550円／件
・血圧測定110円／件
・身体診察1,100円／件
・尿検査220円／件
・血液検査3,520円／件
・心電図検査1,320円／件
・眼底検査880円／件
・ヘモグロビンA1550円／件
・C型肝炎抗体検査2,904円／件
・血清ペプシノゲン検査2,398円／件
・大腸がん検査1,100円／件
・前立腺がん検査2,640円／件
・肺機能検査880円／件
・負荷心電図検査2,816円／件
・頸部超音波検査3,080円／件
・微量アルブミン尿検査1,617円／件

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

67 福利課
令和６年度教育庁職員定期健康診断
業務委託契約（単価契約）

令和6年5月24日
大分市大字宮崎１４１５番地

公益財団法人大分県地域成人病
検診協会
おおいた健診センター

5,626,676 円

①労働安全衛生規則第４４条第１項に基づき、教育庁に勤務する職員に定期健
康診断を実施するもの。
②業務の専門性、特殊性及び日程から、業務を受託できる健診機関は当団体し
かない。
③単価契約
・身体計測330円／件
・聴力検査550円／件
・血圧測定110円／件
・身体診察1,100円／件
・尿検査220円／件
・血液検査3,520円／件
・心電図検査1,320円／件
・眼底検査880円／件
・ヘモグロビンA1c550円／件
・胸部X線検査1,056円／件
・C型肝炎抗体検査2,904円／件
・血清ペプシノゲン検査2,398円／件
・大腸がん検査1,100円／件
・前立腺がん検査2,640円／件
・肺機能検査880円／件
・負荷心電図検査2,816円／件
・頸部超音波検査3,080円／件
・微量アルブミン尿検査1,617円／件

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号



教育庁 　随意契約件数 71件 金額 491,213,487 円

契約担当課・所名 契約の名称及び内容 契約年月日 契約の相手方の所在地 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約理由
地方自治法施行令

適用条項

68 福利課
令和６年度情報機器（ＶＤＴ）作業
健康診断業務委託契約（単価契約）

令和6年5月24日
大分市大字宮崎１４１５番地

公益財団法人大分県地域成人病
検診協会
おおいた健診センター

3,449,600 円

①「VDT作業における労働衛生管理のためのガイドライン」に基づき、情報機
器（VDT）作業に従事する教育庁及び県立学校に勤務する職員に対し、健康診
断を実施するもの。
②業務の専門性、特殊性及び日程から、業務を受託できる健診機関は当団体し
かない。
③単価契約　4,400円／件

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

69 福利課
令和６年度乳がん検診業務委託契約
（単価契約）

令和6年5月24日
大分市大字駄原２８９２番地の１ 公益財団法人

大分県地域保健支援センター
6,794,055 円

①健康増進法及び実施要領に基づき、教育庁及び県立学校に勤務する職員に乳
がん検診を実施するもの。
②業務の専門性、特殊性及び日程から、業務を受託できる健診機関は当団体し
かない。
③単価契約
・乳がん検診（マンモグラフィー１方向）4,510円／件
・ＣＣ方向追加撮影1,947円／件

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

70 福利課
令和６年度子宮頸がん検診業務委託
契約（単価契約）

令和6年5月24日
大分市大字駄原２８９２番地の１ 公益財団法人

大分県地域保健支援センター
3,766,400 円

①健康増進法及び実施要領に基づき、教育庁及び県立学校に勤務する職員に子
宮頸がん検診を実施するもの。
②業務の専門性、特殊性及び日程から、業務を受託できる健診機関は当団体し
かない。
③単価契約
子宮頸がん検診（子宮頸部細胞診検査）4,400円／件

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号

71 文化課
おおいた文化財ずかんコンテン
ツ等作成業務委託

令和7年1月31日
福岡県福岡市博多区３－３－２
２

株式会社ＩＴＰ　九州事業部 1,108,800 円

①本事業は文化財を紹介するホームページのおおいた文化財ずかん（旧称：お
おいたデジタル図鑑）に検索の機能強化や無形民俗文化財３D映像等のコンテ
ンツ追加を行うものである。
②これを行うためには、システムの構造・特性を熟知している必要がある。
③上記スキルを有するものは、開発業者である株式会社ＩＴＰ九州事業部のみ
である。

地方自治法施行令
第167条の2第1項第2号


